学校感染症に関する田村医師会の見解
はじめに

学校、幼稚園、保育園は各種感染症が流行しやすい集団生活の場です。旧・伝染病予防法の下、学校での健康管理について、学校保健法（昭和３３年）が制定されていましたが、平成１１年４月からの新・感染症法（感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律）の施行に合わせ、旧・文部省は旧・学校保健法施行規則の一部改正を行い、その中身も大きく変わりました。さらに、平成２１年４月からは、法律の名称も『学校保健法』から『学校保健安全法』へと変更されました。この中で、感染症の拡大を予防し、個人の健康を守るために、各種感染症に対する対策、出席停止などの措置が規定されています。
しかしながら、実際の教育現場では、疾患の取り扱いや出席停止期間などの措置にばらつきがあり、診療する医師および学校医の間でも、見解が一致していませんでした。そこで、田村医師会としては、『学校保健安全法施行規則』『学校において予防すべき伝染病の解説（平成１１年３月文部省作成）』等を参考にして、教育関係者、保護者、診療医師が共通した見解を持ち、教育施設間、医療機関の間で、ほぼ同一の措置をとることができるよう、医師会としての基準を策定し、関係各所に配布することにしました。
出席停止および臨時休業

学校での感染症拡大を防ぐために、患者となった児童、生徒の出席を停止させたり、クラス・学年・学校を臨時休業としたりすることがあります。これらの出席停止や臨時休業は学校保健安全法に基づいて行われるものです。学校保健安全法には、「校長は、感染症にかかっており、かかっている疑いがあり、またはかかるおそれのある児童生徒等があるときは、政令の定めるところにより、出席を停止させることができる（出席停止）」「学校の設置者は、感染症の予防上必要があるときは、臨時に、学校の全部または一部の休業を行うことができる（学級閉鎖・学年閉鎖・学校閉鎖）」とあります。各種疾患に関しての措置については、各論で詳しく述べます。
出席停止に関する診断書・証明書

出席停止に際しては、学校長は、文部科学省令で定めるところにより、その旨を学校の設置者に報告しなければなりませんが、医師の診断書は必要としません。学校、幼稚園（保育所）が準備した、保護者が記載する様式の治癒（治療）証明書で充分と考えられます。感染症流行時には、各医療機関は、日常診療に加え、流行感染症患者の診療に忙殺されます。必要ないと思われる証明書、診断書の発行は慎みたいものです。ただし、皆勤賞や進級問題などが絡む場合に、医師の診断書・証明書が必要な場合にはこの限りではありません。
なお、学校、幼稚園（保育所）側が用意した簡単な証明書には、料金はかかりませんが、医療機関所定の証明書・診断書作成には、その医療機関で予め定められた発行料金がかかります。

学校感染症の分類
学校感染症とは、学校保健安全法施行規則に定められた「学校において予防すべき感染症」の通称であり、その対象疾患は、第一種、第二種、第三種感染症に分類されます。これらのうち、教育現場、医療関係者の間で、しばしば混乱をきたし、見解の統一が必要であると思われるものは、新型（Ｈ１Ｎ１）を含むインフルエンザと第三種のうち「その他の感染症」に対する取り扱いです。そこで、田村医師会は、わが国における他地域での現状、国からの通達、医学文献等を調査し、医学的にも感染予防上の観点からも最善と思われる方針を提案し、教育現場、医療関係者の混乱を少しでも軽減したいと考えています。

学校感染症の一覧は、次の通りです。

　学校において予防すべき感染症と出席停止の期間（学校保健安全法施行規則第１８条）
	　
	病名
	出席停止の期間

	第１種
	エボラ出血熱、クリミア・コンゴ出血熱、痘そう、南米出血熱、ペスト、マールブルク病、ラッサ熱、急性灰白髄炎、ジフテリア、重症急性呼吸器症候群（病原体がコロナウイルス属ＳＡＲＳコロナウイルスであるものに限る）及び鳥インフルエンザ（病原体がインフルエンザウイルスＡ属インフルエンザＡウイルスであってその血清亜型がＨ５Ｎ１であるものに限る）
新型インフルエンザ（Ｈ１Ｎ１）
	治癒するまで。


	第２種
	新型インフルエンザ（Ｈ５Ｎ１）、（Ｈ１Ｎ１）を除くインフルエンザ（インフルエンザ様疾患）
	“解熱した後２日を経過するまで”　に加えて
“発症後５日が経過していること” 

	
	百日咳
	特有のせきが消失するまで

	
	麻しん（はしか）
	解熱した後３日を経過するまで

	
	流行性耳下腺炎（おたふくかぜ）
	耳下腺の腫脹が消失するまで

	
	風しん（三日ばしか）
	発しんが消失するまで

	
	水痘（みずぼうそう）
	すべての発しんが痂皮化するまで

	
	咽頭結膜熱（プール熱）
	主要症状が消退した後２日を経過するまで

	
	結核
	病状により学校医その他の医師において感染の恐れがないと認めるまで

	第３種
	コレラ、細菌性赤痢、腸管出血性大腸菌感染症、腸チフス、パラチフス、流行性角膜炎、急性出血性結膜炎
その他の感染症（手足口病、伝染性紅斑など）
	


· 第２種の感染症については、病状により、学校医その他の医師において感染のおそれがないと認められたときは、上記の限りではない

各　　　　論

学校感染症のうち、疾患の頻度も多く、しばしば学校、幼稚園（保育所）、医療関係者の間で混乱をきたし、見解の統一が必要と思われる疾患について解説し、田村医師会としての見解を示します。
なお、学校感染症のうち、麻疹、水痘、流行性耳下腺炎などについては、出席停止基準が明確であり混乱をきたしにくいと考えられますので、前述の「学校において予防すべき感染症と出席停止の期間（学校保健安全法施行規則）」を遵守することとし、この各論の記述からは省略させていただきます。
1） インフルエンザ

従来の季節性インフルエンザ（Ａソ連型、Ａ香港型、Ｂ型）に加え、平成２１年には、当初豚インフルエンザと呼ばれた新型インフルエンザ（Ｈ１Ｎ１）が流行しました。今後もしばらくは、このタイプのインフルエンザ（当面、新型と呼ぶ）および、Ａ香港型、Ｂ型インフルエンザが混在して流行することになると考えられています。学校保健安全法施行規則によれば、季節性インフルエンザは、第二種に属し、新型インフルエンザ（Ｈ１Ｎ１）は、第一種に属します。しかし、実際の医療の現場では、迅速診断でＡ型とＢ型の区別は可能ですが、Ａ型陽性の場合には、Ａ香港型などの季節性インフルエンザか新型（Ｈ１Ｎ１）インフルエンザであるかの区別はできません。国内での流行状況や県中保健所からの情報などを考慮し、推測することになります。幸いなことにわが国では、平成21年度に流行した新型インフルエンザは、当初予測された程甚大な被害をきたすことなく終焉しました。しかしながら、過去のインフルエンザ大流行（例えば、１９１８年からのスペイン風邪、１９６８年からの香港風邪）では、翌年から始まった第２波の流行の方がより被害が深刻であったことを考えると、当面、その流行状況、被害の状況に十分な注意を向けながら対応すべきと考えられています。
学級閉鎖、学年閉鎖、学校閉鎖などの臨時休業に関しては、全国的な統一基準はありませんが、厚生労働省新型インフルエンザ対策推進本部による「学校・保育施設等の臨時休業の要請等に関する基本的考え方」をもとに、各都道府県が独自の臨時休業基準や目安を作成しています。福島県では、平成２１年９月１８日の時点で、『複数の患者発生の際に学級閉鎖、複数学級で学級閉鎖があれば学年閉鎖、複数学年で学年閉鎖があれば学校閉鎖（休校）』という基準が設定されていますが、肝心の基準となるべき具体的な数は明言されていません（一刻も早く国レベルでの統一した基準制定が望まれます）。新型インフルエンザウイルスの毒性が明確でない場合には、流行開始を遅らせるという意味合いが強い流行早期（積極的臨時休業）と教師を含む児童・生徒の患者が多数になり、通常の授業が行えなくなる流行拡大期（消極的臨時休業）では、その実施基準が異なると考えられます。
平成２２年度以降の対応については、平成２２年１０月末の段階で、県中保健所の見解によれば、新型インフルエンザの流行状況や毒性の変化に充分な注意を払いつつも、平成２１年度における新型インフルエンザ流行の後半での対応、すなわち『従来の季節性インフルエンザと同様』のそれでよいことになっています。ですから、１クラス内で２０～３０％を超えた患者発生があれば、学級閉鎖を考慮し、学校長の要請により、学校、学校医、設置者、県中保健所が速やかに協議し、決定することになります。さらに流行が拡大し、複数の学級に及んだ場合には、学年閉鎖、複数学年で学年閉鎖が生じた場合に、学校閉鎖（休校）の措置がとられます。この際には、学校側から連絡を受けた学校医は直ちに田村医師会内に設置された感染症ネットワークTIIN（Tamura infection information network）に連絡し、医師会および学校関係者が情報を共有化することが望ましいと考えられます。インフルエンザの感染性を有する時間などを考慮すると、閉鎖期間は、５～７日間を要すると考えられます。原則的には、基準患者数に達した翌日から臨時休業を実施すべきですが、学業時間を考慮し、土日を挟んで実施する方法もあります。また、その実施には、社会的影響や経済的影響とのバランスの下に、対象とする学校、施設などの運営上の目的、年齢層などを考慮に入れた判断が必要になります。すなわち、共働きの両親を持つ保育園児などの場合には、親が仕事を休むことに困難を伴うこともあり得ます。
授業以外の課外活動や学習塾、地域の児童・生徒が集まる行事の開催なども含め、幅広く対策を検討する必要があります。

感染患者の出席停止期間は、タミフル、リレンザなどの抗ウイルス療法が登場してからは、解熱後２日経ても未だにウイルスの排泄があり、感染性が残存することがあるとされており、学校保健安全法施行規則（平成２４年４月１日改正）により、“解熱したのち２日を経過するまで（丸２日間熱がない）”に加え、“発症後５日が経過していること”が必要です（発症翌日を発症後１日目と算定します）。

一方、家族にインフルエンザ患者が発生した場合（家族に所属する健常者は、濃厚接触者と称します）には、平成２１年度の新型インフルエンザ流行の当初は、従来の季節性インフルエンザ流行時とは異なり、学校でも企業でも、厳格に出席停止・出勤停止の措置がとられたために、長期間にわたり就業ができないケースもみられました。今後、どのような措置が取られるか国の明確な指針は示されていませんが、前述の説明通り、平成２２年１０月末の時点で、県中保健所の見解では、『ウイルスの毒性、感染性に充分な注意を払いつつ、従来の季節性インフルエンザと同様の対応とする』ことになっています。すなわち、濃厚接触者については、出席停止、出勤停止の措置は不要です。しかしながら、濃厚接触者については、たとえ発熱がない場合であっても、咳・鼻水・咽頭痛などの上気道感染症状があれば、医療機関を受診し感染しているか否かの確認後に登校するなどの心構えが必要です。
また、流行の拡大を防止するためには、『うつさない、うつらない』の感染症防止の原則を守り、手洗い、うがい、咳エチケットなどを徹底することが肝要です。
また、インフルエンザが治癒したことを証明するための迅速検査は、不必要のみならず、医療機関での混雑を助長したり、新たな感染拡大につながりますので慎まなければなりません。迅速診断は、測定感度以上のウイルスが存在しないと陽性とはならず、少量のウイルスが排泄されていても、陰性となることがあり、また、まれには疑陽性の可能性もあり、絶対的な検査手段ではないからです。治癒を証明する目的での迅速検査実施は、保険診療上も許されていません。

学校内、幼稚園・保育園内で、新たに発熱患者が発生した場合に、家族の迎えが来るまでの間、さらなる感染拡大を防止する目的から、保健室以外の待機場所を準備しておくことが必要です。

インフルエンザの拡大を抑え、被害を最小限に食い止めるためには、学校などの教育施設のみならず、地域全体におけるインフルエンザ発生状況をリアルタイムで把握しておくことが、極めて重要です。そのためには、田村医師会内に設置された感染症ネットワークTIIN（Tamura infection information network）の活用を通し、田村医療圏内の全医療機関、各学校、教育委員会、自治体担当課、県中保健所が一丸となって、詳細な情報提供を行い、密な連携を構築することが重要です。

田村医師会においては、インフルエンザの流行状況やウイルスの毒性の変化に留意しつつ、『学校感染症に関する田村医師会の見解』に変更の必要性が生じた場合には、まず、医師会事務局と医師会内感染症対策運営委員会及び学校保健運営委員会の三者で迅速かつ密な議論を行い、その後に医師会会員の了承を経て、改訂版を発行し、関係各所に配布することが望ましいと思われます。

2） 百日咳
近年、乳幼児期の百日咳ワクチン（実際には、３種混合ＤＰＴ４回接種）による感染防禦抗体は、中学生以降多くの場合に低下または消失してしまい、中学校、高校、大学などでの集団感染が報告されています。集団感染は、現実に、田村医療圏内の中学校でも発生しています。百日咳は、その名の通り、一月以上にわたり頑固な咳が続くことがあり、この間を出席停止とすると長期間に及ぶことになります。有効な抗生物質が充分量投与された後は、感染性は消失しており、咳が残っていても日常生活に支障のない程度であれば、登校は可能としてよいでしょう。これは、学校保健安全法施行規則に付記されている『第２種の感染症については、病状により、学校医その他の医師において感染のおそれがないと認められたときは、この限りではない』にあたる考え方です。
過去における集団感染の事例から、明らかな症状がない場合でも、百日咳菌に感染している場合が少なからず存在する（不顕性感染）ことが分っており、患児のみの出席停止は感染拡大防止にあまり意味がないとされています。それよりも、明らかに百日咳の流行がおこっている集団（家族、学校、会社など）に所属する者においては、感冒症状が現れた場合に単なる感冒と自己判断せず、早めに医療機関を受診し、その旨を主治医に伝え、百日咳菌に有効とされている抗生物質を服薬することの方が感染拡大防止のためには大切です。
第三種に属する『その他の感染症』
第三種に属する感染症の中で、『その他の感染症』とは学校で流行が起こった場合に、その拡大を防ぐために、必要があれば、校長が学校医の意見を聞き、第三種の学校感染症としての措置をとることができる疾患とされています。
平成１１年３月に旧・文部省が策定した『学校において予防すべき伝染病の解説』によれば、
（１）条件によっては出席停止の措置が必要と考えられる感染症（原文は伝染病）と
（２）通常出席停止の措置は必要ないと考えられる感染症（原文は伝染病）に分かれます。
その中で、（１）の“条件によっては出席停止の措置が必要と考えられる感染症”の例として、溶連菌感染症、ウイルス性肝炎、手足口病、伝染性紅斑、ヘルパンギーナ、マイコプラズマ肺炎、流行性嘔吐下痢症が挙げられています。しかし、“これらの疾患はあくまでも例示であって、具体的には病状などにより医師の指示に従うことが必要”と記載されています。このことが、現場でしばしば混乱を生じさせている大きな要因になっていると考えられます。文部省の通達にも、“隣接する学校・地域によって取り扱いが異なることによる混乱を防ぐために、都道府県、都市区単位などの教育委員会や医師会などが統一的な基準を定めている例もあります”と書かれています。

そこで、主な『その他の感染症』について、医師会内部、学校・幼稚園・保育園の間でほぼ統一した対応が行われるように、田村医師会としての見解を述べます。

これらの疾患に共通した基本的な考え方として、疾患に罹患した場合において出席停止の措置が行われるかどうかは、体調不良のために欠席した場合には、“出席停止扱い”としてよいと思いますが、主治医により、状態が良好であり、感染性に乏しいと判断されれば、出席してもよいと考えられます。
3） 溶蓮菌感染症

しょうこう熱を含む溶連菌感染症は、Ａ群β溶血性連鎖球菌による感染症です。適切な抗生剤の投与が行われていれば、ほとんどの場合２４時間以内に解熱し、他への伝染を防げる程度に病原菌を抑制できるので、抗生剤治療開始後２４時間を経て、解熱しており、全身状態がよければ、登校は可能です。この間、発熱、咽頭痛などで体調が悪ければ、主治医の判断により欠席し、出席停止扱いとなります。なお、咽頭痛が軽微で発熱もなく、医療機関を受診しない不顕性感染者もかなり存在していると考えられます
4） 流行性嘔吐下痢症（感染性胃腸炎）
ノロウイルス、ロタウイルスなどのウイルス性胃腸炎が殆どです。原因ウイルスに関しては、ノロウイルスやロタウイルスなどの迅速検査により同定することは可能ですが、実際の臨床現場では必ずしも行われていません。
ウイルス性胃腸炎は、症状のある間がウイルスの排泄期間であるため、嘔吐や下痢などの症状が消退した後、全身状態のよいものは登校可能です。嘔吐、下痢、発熱などがあり、体調不良であれば主治医の判断により欠席となり、その場合には、出席停止扱いとなります。嘔気、下痢が軽微であり、軽症と判断され、元気な状態であれば、出席停止は不要と考えられます。

5） 手足口病
主としてコクサッキーウイルスA１６、エンテロウイスル７１型などのウイルスによる感染症で、感染ウイルスは、口腔内や便中に排泄され、飛沫感染、経口感染により感染が拡大します。ウイルスの排泄期間は長く、口腔から１～２週間、便から３～５週間排泄され、感染拡大につながります。幸いなことに多くの場合には、感染しても軽症であることが多く、排泄期間を予測して、長期間出席停止とすることは実際的ではなく、逆に、湿疹発現時期のみに限って出席停止の措置をとっても、感染拡大の防止にはつながらないと考えられています。このことは、平成５年３月に日本小児科感染症学会運営委員会の答申により、『発疹期にある患児でも、他への感染のみを理由にして登校・登園を停止する積極的意味はないと考える』とすでに明記されています。手足口病は多くの場合軽症で経過する疾患であり、疾患名のみを根拠に出席停止として扱う必要はありません。ただし、時には３８度前後の発熱や口腔内の粘膜疹のために水分摂取が不十分な場合などがあり、さらに近年、無菌性髄膜炎や重症な脳炎の併発なども報告されており、注意が必要です。すなわち、出欠の是非は、個々の症例について、最終判断は主治医が決めることになります。欠席した場合には、出席停止扱いにしてもよいかも知れません。学校・幼稚園（保育園）の判断で、出席停止措置をとるような疾患ではありません。
6） ヘルパンギーナ

主としてコクサッキーA群ウイルスなどによって起こる夏かぜの代表的疾患です。前述の手足口病とよく似た病原体ですが、手足口病より高熱をきたすことが多く、１～３日間発熱が続くこともあります。発熱、咽頭痛などが顕著で状態が不良であれば、この間は欠席となります。状態が安定していれば、出席可能です。また、特有なアフタ様口内炎が軽微であれば、通常の咽頭炎と診断されることもあります。

7） 伝染性紅斑（りんご病）
ヒトパルボウイルスＢ１９による感染症で経過が長く、通常、ウイルス感染後１７～１８日後にりんご病の名の由来になった特有の発疹が出現し、伝染性紅斑と診断されます。ウイルスは、感染後５～１０日に血清及び気道分泌物中に検出されますが、りんご病と診断される発疹出現の時には、ウイルスの排泄は殆どなく、発疹出現前にすでに他への感染は拡大していると考えられます。平成５年３月に日本小児科感染症学会運営委員会の答申に、『発疹期にある患児を他への感染を理由にして登校・登園を停止させる必要はないと考える』と明記されています。伝染性紅斑は、稀に関節炎、関節痛、脳症、溶血性貧血などの合併症を伴うことがあり、出欠の是非は、個々の症例について、最終的に主治医が決めることになります。また、紅斑は７～１０日位の間、日光にあたると再燃し悪化することがあり、屋外での活動（プールや屋外での体育など）には注意が必要です。学校・幼稚園（保育園）の判断で、出席停止措置をとるべき疾患ではありません。
8） マイコプラズマ感染症

細菌とウイルスの中間の大きさの病原体により引き起こされ、比較的若い世代に感染します。多くの場合に肺炎となり診断されます。通常のかぜに比べ、咳がひどくなることが特徴で、有効な抗生物質の服用が行われれば、速やかに軽快します。発熱、咳の状況を勘案し、出欠席を判断します。有効な抗生物質の投与がなされ、状態が安定すれば、出席は可能になります。
9） 伝染性軟属腫（みずいぼ）
伝染性軟属腫ウイルスによって伝播する“みずいぼ” は、接触による直接感染の他、タオルやビート板などによる間接的な感染もあると考えられています。この疾患は、数ヶ月から数年かかることがありますが、免疫抗体の産生によって自然治癒する皮膚疾患です。“みずいぼ”の処置については、「とる必要はない」とする小児科と「とった方がよい」とする皮膚科の考え方があり、結論は出ていません。問題は、プールなど肌を露出して活動する場合の対応ですが、目立たない程の数個の“みずいぼ” であれば、一般的には、プールは可とします。タオル、浮き輪やビート板の共用を避ける程度の対処の仕方でよいと思います。
このように、治療方針やプールの可否については、議論の多い疾患ですが、個々の症例については、主治医と保護者の間で充分な説明と同意のもとに方針を決定することが望ましいと考えられます。
参考までに：新潟小児医会の声明（２００１年）
「わたしたち小児科医は、水いぼの子ども達のプール禁止には賛同しかねる、という結論に至りました。親御さんだけでなく、プールの可否を判断される学校・幼稚園・保育園・スイミングスクールの責任者の方々にも、このことをよくご理解いただきたいと思います。」
10） 伝染性膿痂疹（とびひ）
主として黄色ブドウ球菌、溶血性レンサ球菌によって生じる皮膚感染症です。皮膚の清潔を保つことが大切です。集団の場では患部を有効な方法で覆う、プールや入浴は罹患者と共にしないなどの注意も必要です。感受性のある抗生物質の内服、軟膏の塗布により軽快し、感染性はなくなります。なお接触を恐れて患部を被覆することは必要に見えますが、治癒の促進を阻害することもあるようです。出席停止扱いにはなりません。

11） アタマジラミ

幼稚園・保育園、小学校低学年などで集団発生することがあります。接触感染やタオル、くし・ブラシの共用などで伝播します。一人発見したら、周囲を充分に観察し、感染者は一斉に駆除することが必要です。スミスリンシャンプー（商品名）を指示通り使用すること、着衣、寝具などの熱処理（熱湯・アイロンなど）が大切です。欠席にする必要はありません。

インフルエンザ、百日咳および第三種感染症（その他）の出席停止に関する田村医師会の見解
	病　　名
	出席停止の期間

	インフルエンザ
	“解熱した後２日を経過するまで”に加え、“発症後５日が経過していること” 

	百日咳
	特有の咳が消失するまで
ただし、有効な抗生物質が充分量投与されていれば、感染力は消失していると考えられる　

日常生活に支障のない程度の咳であれば、出席可能

	溶蓮菌感染症（しょうこう熱を含む）
	有効な抗生物質投与後２４時間に感染力は消失するため、その後は出席可能

	流行性嘔吐下痢症（感染性胃腸炎）
	症状が軽快し、元気であれば登校可能　症状により判断

	手足口病
	出席停止不要
ただし、発熱、飲水不十分などで元気なければ、出席停止扱い

	ヘルパンギーナ
	治癒するまで（解熱し、元気になれば出席可能）

	伝染性紅斑（りんご病）
	出席停止不要
ただし、直射日光があたる屋外での活動を制限する

	マイコプラズマ感染症
	解熱するまで

	伝染性軟属腫（みずいぼ）
	出席停止不要　プールも原則可とする（ただし、タオルや浮き輪、ビート板の共用を避ける）

	伝染性膿痂疹（とびひ）
	出席停止不要　　

	アタマジラミ
	出席停止不要　


最後に
様々な感染症の中で、出席停止扱いをする疾患とそれ以外の疾患を差別化することには、医療現場でもためらいを感じます。ウイルス性胃腸炎を出席停止にし、インフルエンザやアデノウイルス感染症以外のウイルス性急性気管支炎を出席停止にしない理由を明確に見出すことができません。結局、各種の法律や通達の記載を遵守する以外にないのでしょう。

この田村医師会の見解は、国・都道府県の指示の変更により、また実際に運用する上で、不都合が生じた場合には、現場の意見を尊重しながら、田村医師会内で検討し、随時改定することにいたします。
大切なことは、学校関係者、保護者、医療従事者が、子供の健康を願い、不利益にならないために、同じ見解を持って対応することであると考えます。
２０１０年１１月１５日　初掲載
２０１２年１１月２０日　改定

